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研究成果の概要（和文）：本研究は、意思決定、ベストプラクティス、経営理念、コア技術といった、本国本社での粘
着性が高い知識の国際移動の際、海外拠点およびその組織構成員が吸収するために求められる要因、あるいはそれを阻
害する要因について、多様な属性を持つ(多国籍)企業や、多様な知識の移転経路を調査および分析を行うことによって
、探索した。とりわけ、事業・地域統括拠点等の媒介組織を経由した複雑な移転や、中小企業の新興国拠点への移転を
対象とした調査を実施した。

研究成果の概要（英文）：This research project explores obstructive or promotional factor for absorption of
 knowledge at recipient side, such as foreign subsidiary and its member, in case of international transfer
 of sticky knowledge from home headquarters, such as decision-making, best practices, management principle
s, core technology, by observing diverse (multinational) company and diverse knowledge transfer flow, such
 as knowledge transfer involving intermediate organization (regional or business headquarters) and transfe
r of small-medium enterprise to its subsidiary in emerging economies.
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１．研究開始当初の背景 
 
 本研究が開始された当初の背景としては、
企業内および企業間の知識移転を妨げる要
因を究明しようとする一連の試みにあった。
「情報の粘着性 (Information Stickiness, 
Von Hippel 1994)」という概念は、「知識移
転のコスト」を広範に示す、当該研究分野に
おいて基礎的な概念として知られ、この「粘
着性」概念を中心として、1990 年代中盤か
ら今日に至るまで、企業内および企業間での
知識移転の困難性を示す概念が多く提示さ
れてきた。応募者はその中でも「吸収能力」
という概念に着目した。これは、Cohen & 
Levinthal(1990)が、知識の受け手が「新しい
知識を評価し、同化し、利用する能力」とし
て、主に技術に関する知識を多国籍企業(の本
社)が(海外拠点の)外部環境から入手する際
に求められる能力を概念化したものであり、
今日に至るまで多国籍企業を対象とする研
究がこの概念に着目してきた。 
 
 応募者が「吸収能力」に着目した理由の一
つ目は、多くの要因の中でもとりわけ多く議
論されている概念のうちの一つだからであ
る。二つ目は、多国籍企業は、多くの複雑な
知識移転の網の目を国内外、組織の内外に走
らせている組織であるが、それらのすべてに
対して、一律に知識移転の困難性の概念を当
てはめることが果たして可能かどうか疑問
に感じたからであり、特に知識の「受け手」
に注目している吸収能力の概念の一般化は
どこまで可能なのかに関心を持ったからで
ある。 
 
 以上の理由と関心から、研究代表者は、平
成 22 年度までの研究において、特に吸収能
力の概念化モデルに対して考察を行ってき
たが、その結果、研究代表者は、既存の概念
化モデルを、「受け手」のみに注目した概念
化には限界があり、社会現象としての受け手
の吸収能力に影響を与える要因を十分に説
明する為には、送り手がもたらす影響をその
要因として加える必要があると考えた。すな
わち、送り手による最初の知識移転に対する
受け手からのフィードバックを、送り手がど
れだけ吸収した上で次回以降に生かすかが
受け手の吸収能力を左右すると仮定し、この
外部要因を「フィードバック吸収能力」と名
付け、その妥当性を、様々な知識移転経路を
観察および分析することによって明らかに
しようと試みたのが、本研究である。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究の第一義的な目的は、知識移転の困
難性を示す概念の一つである「吸収能力」に
影響を与える外部要因として、平成 22 年度
までに応募者が新たに提示した「送り手にお
ける『フィードバック吸収能力』」概念の一

般化可能性を探索することであった。すなわ
ち、より多様な属性(本社の国籍、業種等)の
多国籍企業、またより多くの移転経路を対象
とした実態調査の結果の比較から、フィード
バック吸収能力と吸収能力との相関関係と
それに影響を与える要因の共通点と相違点
を見出すものであり、最終的には、「フィー
ドバック吸収能力」を包摂した一般化可能な
吸収能力概念の再構築を試みるものである。 
 
３．研究の方法 
 
 本研究では、主に定性的研究、すなわちケ
ーススタディを用いて、「フィードバック吸
収能力」の一般化可能性を試みた。研究開始
当初は、定量的研究も実施するとしていたが、
すべて定性的研究とした。なぜなら、上掲の
研究開始当初の背景に記述したように、より
多様な属性の多国籍企業、より多様な知識移
転経路を対象とした調査を実施することを
必要としており、定量的研究は、そうした「多
様性」と、吸収能力に影響を与える外部要因
を、意図的かどうかにかかわらず、限定して
しまうからである。そのため、多様性の範囲
や外部要因の設定に対して、より自由度の高
い定性的研究、すなわちケーススタディを用
いて、多様な移転経路について探索するとい
う研究方法を採った。 
 
 また、本研究は、予め提示された理論的フ
レームワーク、すなわち「フィードバック吸
収能力」およびそれに関連する概念の一般化
可能性を検証する、いわゆる理論検証型研究
である一方、その一般化可能性を試みるため
に、検証を行いながら、外部要因を探索する、
という仮説構築型研究の側面をも持つもの
であった。 
 
４．研究成果 
 
 本研究では、上掲の研究の背景、目的およ
びその方法にもとづき、年度毎に、対象とす
る企業の属性と、知識移転経路を設定して、
調査を実施した。 
 
(1) 平成 23 年度: 主に、日本多国籍企業の本
国本社と欧州子会社との間の「一対一」
の知識移転経路 
(2) 平成 24 年度: 主に、日本多国籍企業の地
域統括拠点等の、本国本社と海外子会社
との間に位置するような「媒介組織」を
経る知識移転経路 
(3) 平成 25 年度: (a)日本および欧州の多国
籍企業の本国本社と欧州海外子会社を含
んだ「3 拠点間以上」の知識移転経路、
また(2)日本中小企業の本国本社と新興
国(対象国はベトナム)の海外子会社との
間の知識移転経路 
 
それぞれの調査において、1 渡航(実働 3〜5



日)あたりで、3〜15 拠点を対象に半構造型の
インタビュー調査を実施し、受け手、あるい
は媒介者としての吸収能力に影響を与える
要因を、インタビュー後に実施したコーディ
ングによって探索した。 
 
 その結果として、本研究が示唆することは、
多国籍企業内部の、国際知識移転の経路の複
雑性と、最終的な受け手である海外拠点にお
ける吸収能力との関係性である。例えば、意
思決定、ベストプラクティス、経営理念、コ
ア技術といった、本国本社での粘着性が高い
知識の国際移動の際、海外拠点およびその組
織構成員が、それを「本国本社の解釈と同様
の」理解と吸収を実現させるためには、送り
手側である海外駐在員や出張者等のブリッ
ジパーソンあるいはナレッジブローカーの
ような人員が、解釈や利用の多様性を制御す
ることが求められる。しかしながら、その知
識の送り手が直接受け手に移転させること
は、特に、言語的、人員的、地理的、時間的、
金銭(コスト)的な問題から困難性を伴うよ
うである。そのため、特に規模の大きな事業
統括会社や地域統括会社を設置するような
多国籍企業では、知識移転活動に媒介者が加
わることが多く、特に 2,3 年目に実施した調
査においては、その役割に焦点を当てた。2
年目(平成 24 年度)は日本企業のシンガポー
ルおよび欧州(ロンドン、ブリュッセル、パ
リ)に所在する地域統括会社、また 3年目(平
成 25 年度)は、フランス・トゥールーズに所
在する日本企業およびドイツ企業の、主にプ
ロジェクトリーダーとしての役割を持つ海
外拠点を対象とした調査を実施したが、そこ
で偉えた示唆は、移転経路が複雑であればあ
るほど、受け手の吸収能力に与える媒介組織
や媒介者の役割の影響力が増すのではない
か、ということである。すなわち、媒介者が、
知識の「出自」や「意図」を含んだ暗黙性を
理解し、それを受け手にいかに説明し、理解
させることができるかどうか、ということが
決定的な要因なのではないか、ということで
ある。しかしながら、この示唆は、明確な分
析に基づくものではなく、平成 26 年 2 月お
よび3月までに研究代表者が実施した調査を
踏まえた推論にすぎない。これらの媒介組織
を経る知識移転経路に関する研究は、移転に
関わるアクターが多く、分析を必要とする情
報量が多いため、今年度(平成 26 年度)前半
までには分析を終え、学会等での発表および
論文発表を行う。さらに、3 年間の研究成果
は可及的速やかに著書として出版する。 
 
 なお、3 年目に実施した研究成果のうち、
日本中小企業の本国本社と新興国の海外子
会社との間の知識移転経路に関する研究は、
平成 26 年 9 月に開催される、日本経営学会
第 88 回全国大会自由論題報告(報告タイト
ル：日本中小企業の国際知識移転活動)、ま
た同年 10 月にバンコクにて開催される

Euro-Asia Management Studies Association 
(EAMSA) 31st Annual Conference にて報告予
定である。なお、3 年目に実施した日本中小
企業の新興国での知識移転活動に関する研
究は、「日本中小企業のアジア域内における
分業構造とリバース・イノベーションとの関
係性」(研究課題番号: 26301025)にて継続的
に行われる。 
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